
議案第３４号 

令和６年度大台町国民健康保険事業特別会計予算 

 

令和６年度大台町国民健康保険事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１，１５７，１１７千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。 

（一時借入金） 

第２条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、１００，０００千円と定める。  

（歳出予算の流用） 

第３条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとお

りと定める。 

（１）各項に計上した保険給付費に係る予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用 

 

 

令和６年３月８日 提出 

 

大台町長 大森 正信        

 

1



　　　　　　　　　　  第１表　歳入歳出予算 

歳入 （単位 ： 千円） 歳出 （単位 ： 千円）

款 項 款 項

 1 国民健康保険税 163,610  1 総務費 13,594

 1 国民健康保険税 163,610  1 総務管理費 13,594

 2 使用料及び手数料 30  2 保険給付費 862,024

 1 手数料 30  1 療養諸費 718,815

 3 県支出金 882,418  2 高額療養費 140,198

 1 県補助金 882,418  3 移送費 10

 4 財産収入 11  4 出産育児諸費 2,001

 1 財産運用収入 11  5 葬祭費 1,000

 5 繰入金 110,643 △ 傷病手当費 -

 1 他会計繰入金 87,951  3 国民健康保険事業費納付金 268,762

 2 基金繰入金 22,692  1 医療給付費分 182,313

 6 繰越金 1  2 後期高齢者支援金等分 66,722

 1 繰越金 1  3 介護納付金分 19,727

 7 諸収入 404  4 保健事業費 10,668

 1 延滞金加算金及び過料 400  1 保健事業費 572

 2 預金利子 1  2 特定健康診査等事業費 10,096

 3 雑入 3  5 基金積立金 51

1,157,117  1 基金積立金 51

 6 諸支出金 2,001

 1 償還金及び還付加算金 2,001

△ 繰出金 -

 7 公債費 17

 1 公債費 17

1,157,117

金 額

歳 入 合 計

金 額

歳 出 合 計
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　　　　 　　　　　　　歳入歳出予算事項別明細書

1　総括

歳入 （単位 ： 千円）

款

 1 国民健康保険税 163,610 171,141 △ 7,531

 2 使用料及び手数料 30 50 △ 20

 3 県支出金 882,418 891,743 △ 9,325

 4 財産収入 11 10 1

 5 繰入金 110,643 105,767 4,876

 6 繰越金 1 1 0

 7 諸収入 404 704 △ 300

1,157,117 1,169,416 △ 12,299

本 年 度 予 算 額 前 年 度 予 算 額 比 較

歳 入 合 計
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歳出 （単位 ： 千円）

款

 1 総務費 13,594 16,947 △ 3,353 0 0 13,594 0

 2 保険給付費 862,024 873,649 △ 11,625 856,474 0 1,334 4,216

 3 国民健康保険事業費納付金 268,762 266,359 2,403 23,116 0 229 245,417

 4 保健事業費 10,668 10,421 247 2,828 0 0 7,840

 5 基金積立金 51 11 40 0 0 11 40

 6 諸支出金 2,001 2,012 △ 11 0 0 0 2,001

 7 公債費 17 17 0 0 0 0 17

1,157,117 1,169,416 △ 12,299 882,418 0 15,168 259,531歳 出 合 計

本 年 度 予 算 額 前 年 度 予 算 額 比 較

本　年　度　予　算　額　の　財　源　内　訳

特　定　財　源
一 般 財 源

国 県 支 出 金 地　方　債 そ　の　他
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２　歳入

 1 款 国民健康保険税  1 項 国民健康保険税 （単位 ： 千円）

節   

目

 1 一般被保険者国民健康保険 163,610 171,141 △ 7,531  1 医療給付費分現年課税分 111,931 現年課税分 111,931

税  2 後期高齢者支援金分現年 39,327 現年課税分 39,327

課税分

 3 介護納付金分現年課税分 10,155 現年課税分 10,155

 4 医療給付費分滞納繰越分 1,462 滞納繰越分 1,462

 5 後期高齢者支援金分滞納 555 滞納繰越分 555

繰越分

 6 介護納付金分滞納繰越分 180 滞納繰越分 180

計 163,610 171,141 △ 7,531

 2 款 使用料及び手数料  1 項 手数料

 1 督促手数料 30 50 △ 20  1 督促手数料 30 督促手数料 30

計 30 50 △ 20

 3 款 県支出金  1 項 県補助金

 1 保険給付費等交付金 882,418 891,743 △ 9,325  1 普通交付金 856,474 普通交付金 856,474

 2 特別交付金 25,944 保険者努力支援分 4,096

特別調整交付金分（市町村分）

128

都道府県繰入金（２号分）

18,892

特定健診等負担金 2,828

計 882,418 891,743 △ 9,325

 4 款 財産収入  1 項 財産運用収入

 1 利子及び配当 11 10 1  1 利子及び配当 11 国保財政調整基金利子 11

計 11 10 1

本　年　度 前　年　度 比　較
区　分 金　額

説　明
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 5 款 繰入金  1 項 他会計繰入金 （単位 ： 千円）

節   

目

 1 一般会計繰入金 87,951 92,283 △ 4,332  1 一般会計繰入金 87,951 保険基盤安定繰入金 56,415

出産育児一時金繰入金 1,334

財政安定化支援事業繰入金

16,379

一般事務費繰入金 8,387

職員給与費繰入金 5,207

未就学児均等割保険料負担金繰入金

229

計 87,951 92,283 △ 4,332

 5 款 繰入金  2 項 基金繰入金

 1 国民健康保険財政調整基金 22,692 13,484 9,208  1 国民健康保険財政調整基 22,692 国民健康保険財政調整基金繰入金

繰入金 金繰入金 22,692

計 22,692 13,484 9,208

 6 款 繰越金  1 項 繰越金

 1 繰越金 1 1 0  1 前年度繰越金 1 前年度繰越金 1

計 1 1 0

 7 款 諸収入  1 項 延滞金加算金及び過料

 1 延滞金加算金 400 700 △ 300  1 延滞金 400 延滞金 400

計 400 700 △ 300

 7 款 諸収入  2 項 預金利子

 1 預金利子 1 1 0  1 預金利子 1 預金利子 1

計 1 1 0

本　年　度 前　年　度 比　較
区　分 金　額

説　明
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 7 款 諸収入  3 項 雑入 （単位 ： 千円）

節   

目

 1 一般被保険者第三者納付金 1 1 0  1 一般被保険者第三者納付 1 第三者納付金 1

金

 2 一般被保険者返納金 1 1 0  1 一般被保険者返納金 1 一般被保険者返納金 1

 3 雑入 1 1 0  1 雑入 1 負担割合差額金 1

計 3 3 0

本　年　度 前　年　度 比　較
区　分 金　額

説　明
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３　歳出

 1 款 総務費  1 項 総務管理費 (単位：千円)

節     

 1 一般管理費 13,594 16,947 △ 3,353 繰入金 0  1 報酬 2,214 職員人件費 5,207     

13,594  2 給料 2,614   2 給料 2,614   

 3 職員手当等 1,832 　職員給料 2,614 

 4 共済費 1,352   3 職員手当等 1,411   

 8 旅費 41 　住居手当 318 

10 需用費 417 　期末勤勉手当 973 

11 役務費 474 　時間外勤務手当 120 

12 委託料 4,104   4 共済費 1,182   

18 負担金補助及び交 546 　職員共済組合負担金 701 

付金 　職員共済組合負担金追加費用 32 

　退職手当負担金 432 

　互助会負担金 11 

　地公災 5 

　旧恩給組合給付費用 1 

会計年度任用職員人件費（国保） 2,739     

  1 報酬 2,148   

　レセプト点検員 2,148 

  3 職員手当等 421   

　レセプト点検員期末勤勉手当 421 

  4 共済費 170   

　短期職員共済組合負担金 170 

運営協議会経費 107     

  1 報酬 66   

　国保運営協議会委員 66 

  8 旅費 41   

　費用弁償 41 

一般管理費諸経費 5,541     

 10 需用費 417   

　消耗品費 124 

　印刷製本費 293 

 11 役務費 474   

　国保情報集約システム運用手数 474 

  料

説　明本 年 度 前 年 度 比 較

本年度予 算額の財源内訳

目
特 定 財 源 一 般 財 源 区　分 金　額
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 1 款 総務費  1 項 総務管理費 (単位：千円)

節     

 1 （一般管理費）  12 委託料 4,104   

　共同処理作業委託料 1,176 

　電算業務委託料 690 

　電算システム改修業務委託料 1,628 

　国保実績報告システム・調交シ 331 

  ステム

　第三者行為求償事務委託料 108 

　特定検診等データ管理委託料 166 

　退職年金受給権者リスト作成委 5 

  託料

 18 負担金補助及び交付金 546   

　三重県国民健康保険団体連合会 252 

  一般負担金

　保険者協議会負担金 2 

　保健事業負担金 292 

計 13,594 16,947 △ 3,353 13,594 0

 2 款 保険給付費  1 項 療養諸費

 1 一般被保険者療 712,455 739,540 △ 27,085 県支出金 0 18 負担金補助及び交 712,455 一般被保険者等療養給付費 712,455     

養給付費 712,455 付金  18 負担金補助及び交付金 712,455   

　療養給付費負担金 712,455 

 2 一般被保険者療 3,811 4,914 △ 1,103 県支出金 0 18 負担金補助及び交 3,811 一般被保険者療養費 3,811     

養費 3,811 付金  18 負担金補助及び交付金 3,811   

　療養費負担金 3,811 

 3 審査支払手数料 2,549 2,423 126 2,549 11 役務費 2,520 審査支払手数料 2,549     

18 負担金補助及び交 29  11 役務費 2,520   

付金 　審査支払手数料 2,520 

 18 負担金補助及び交付金 29   

　レセプト電算処理 29 

計 718,815 746,877 △ 28,062 716,266 2,549

目
特 定 財 源 一 般 財 源 区　分 金　額

説　明本 年 度 前 年 度 比 較

本年度予 算額の財源内訳
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 2 款 保険給付費  2 項 高額療養費 (単位：千円)

節     

 1 一般被保険者高 140,048 123,113 16,935 県支出金 0 18 負担金補助及び交 140,048 一般被保険者高額療養費 140,048     

額療養費 140,048 付金  18 負担金補助及び交付金 140,048   

　高額療養費負担金 140,048 

 2 一般被保険者高 150 150 0 県支出金 0 18 負担金補助及び交 150 一般被保険者高額介護合算療養費 150     

額介護合算療養 150 付金  18 負担金補助及び交付金 150   

費 　合算高額療養費負担金 150 

計 140,198 123,263 16,935 140,198 0

 2 款 保険給付費  3 項 移送費

 1 一般被保険者移 10 10 0 県支出金 0 18 負担金補助及び交 10 一般被保険者移送費 10     

送費 10 付金  18 負担金補助及び交付金 10   

　移送費負担金 10 

計 10 10 0 10 0

 2 款 保険給付費  4 項 出産育児諸費

 1 出産育児一時金 2,000 2,000 0 繰入金 666 18 負担金補助及び交 2,000 出産育児一時金 2,000     

1,334 付金  18 負担金補助及び交付金 2,000   

　出産育児一時金負担金 2,000 

 2 支払手数料 1 1 0 1 11 役務費 1 支払手数料 1     

 11 役務費 1   

　支払事務手数料 1 

計 2,001 2,001 0 1,334 667

 2 款 保険給付費  5 項 葬祭費

 1 葬祭費 1,000 1,000 0 1,000 18 負担金補助及び交 1,000 葬祭費 1,000     

付金  18 負担金補助及び交付金 1,000   

　葬祭費負担金 1,000 

計 1,000 1,000 0 0 1,000

区　分 金　額
説　明本 年 度 前 年 度 比 較

本年度予 算額の財源内訳

目
特 定 財 源 一 般 財 源
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 2 款 保険給付費 △ 項 傷病手当費 (単位：千円)

節     

△ 傷病手当費 - 498 △ 498  廃項

計 - 498 △ 498

 3 款 国民健康保険事業費納付金  1 項 医療給付費分

 1 一般被保険者医 182,313 185,675 △ 3,362 県支出金 158,968 18 負担金補助及び交 182,313 一般被保険者医療給付費分 182,313     

療給付費分 23,116 付金  18 負担金補助及び交付金 182,313   

繰入金 　医療給付費納付金 182,313 

229

計 182,313 185,675 △ 3,362 23,345 158,968

 3 款 国民健康保険事業費納付金  2 項 後期高齢者支援金等分

 1 一般被保険者後 66,722 63,532 3,190 66,722 18 負担金補助及び交 66,722 一般被保険者後期高齢者支援金等分 66,722     

期高齢者支援金 付金  18 負担金補助及び交付金 66,722   

等分 　後期高齢者支援金分納付金 66,722 

計 66,722 63,532 3,190 0 66,722

 3 款 国民健康保険事業費納付金  3 項 介護納付金分

 1 介護納付金分 19,727 17,152 2,575 19,727 18 負担金補助及び交 19,727 介護納付金分 19,727     

付金  18 負担金補助及び交付金 19,727   

　介護納付金分納付金 19,727 

計 19,727 17,152 2,575 0 19,727

 4 款 保健事業費  1 項 保健事業費

 1 保健衛生普及費 371 329 42 371 12 委託料 371 保健衛生普及費 371     

 12 委託料 371   

　電算業務委託料 371 

 2 疾病予防費 201 156 45 201  7 報償費 89 疾病予防事業費 201     

10 需用費 42   7 報償費 89   

12 委託料 70 　特定健康診査等事業講師謝礼 89 

目
特 定 財 源 一 般 財 源

本 年 度 前 年 度 比 較
区　分 金　額

説　明

本年度予 算額の財源内訳
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 4 款 保健事業費  1 項 保健事業費 (単位：千円)

節     

 2 （疾病予防費）  10 需用費 42   

　消耗品費 42 

 12 委託料 70   

　糖尿病性腎症重症化予防委託料 70 

計 572 485 87 0 572

 4 款 保健事業費  2 項 特定健康診査等事業費

 1 特定健康診査等 10,096 9,936 160 県支出金 7,268  7 報償費 200 特定健康診査等事業費 10,096     

事業費 2,828 10 需用費 164   7 報償費 200   

11 役務費 330 　特定健康診査等事業講師謝礼 200 

12 委託料 9,402  10 需用費 164   

　消耗品費 152 

　印刷製本費 12 

 11 役務費 330   

　通信運搬費 330 

 12 委託料 9,402   

　特定健康診査委託料 8,639 

　電算業務委託料 457 

　特定健康診査受診勧奨業務委託 306 

  料

計 10,096 9,936 160 2,828 7,268

 5 款 基金積立金  1 項 基金積立金

 1 基金積立金 51 11 40 その他 40 24 積立金 51 基金管理経費 51     

11  24 積立金 51   

　財政調整基金積立金 51 

計 51 11 40 11 40

区　分 金　額
説　明本 年 度 前 年 度 比 較

本年度予 算額の財源内訳

目
特 定 財 源 一 般 財 源
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 6 款 諸支出金  1 項 償還金及び還付加算金 (単位：千円)

節     

 1 一般被保険者保 2,000 2,000 0 2,000 22 償還金利子及び割 2,000 一般被保険者保険税還付金 2,000     

険税還付金 引料  22 償還金利子及び割引料 2,000   

　保険税還付金 2,000 

 2 その他償還金 1 1 0 1 22 償還金利子及び割 1 償還金 1     

引料  22 償還金利子及び割引料 1   

　その他償還金 1 

△ 退職被保険者等 - 10 △ 10  廃目

保険税還付金

計 2,001 2,011 △ 10 0 2,001

 6 款 諸支出金 △ 項 繰出金

△ 一般会計繰出金 - 1 △ 1  廃項

計 - 1 △ 1

 7 款 公債費  1 項 公債費

 1 利子 17 17 0 17 22 償還金利子及び割 17 利子償還経費 17     

引料  22 償還金利子及び割引料 17   

　一時借入金利子 17 

計 17 17 0 0 17

目
特 定 財 源 一 般 財 源 区　分 金　額

説　明本 年 度 前 年 度 比 較

本年度予 算額の財源内訳
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１　特別職 　 （単位：千円）

報酬 給料 職員手当 計

長等

議員

その他 8 66 66 66

計 8 66 66 66

長等

議員

その他 8 66 66 66

計 8 66 66 66

長等

議員

その他 0 0 0 0

計 0 0 0 0

２　一般職

（１）総括表 （単位：千円）

報酬 給料 職員手当 計

本年度 2 2,148 2,614 1,832 6,594 1,352 7,946

前年度 3 2,019 5,574 2,939 10,532 2,774 13,306

比較 △ 1 129 △ 2,960 △ 1,107 △ 3,938 △ 1,422 △ 5,360

区分 期末勤勉手当 扶養手当 児童手当 住居手当 通勤手当 管理職手当 管理職特別勤務手当

本年度 1,394 318 0

前年度 2,454 51

比較 △ 1,060 314 △ 51

区分 宿日直手当 時間外勤務手当 計

本年度 120 1,832

前年度 120 2,939

比較 0 △ 1,107

給与費明細書

職員数

備考

職員手当
の内訳

共済費 合計

区分

本年度

給与費
共済費 合計

前年度

比較

区分
職員数
（人）

給与費
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２　一般職

ア　会計年度任用職員以外の職員 （単位：千円）

報酬 給料 職員手当 計

本年度 1 2,614 1,411 4,025 1,182 5,207

前年度 2 5,574 2,573 8,147 2,630 10,777

比較 -1 △ 2,960 △ 1,162 △ 4,122 △ 1,448 △ 5,570

区分 期末勤勉手当 扶養手当 児童手当 住居手当 通勤手当 管理職手当 管理職特別勤務手当

本年度 973 318 0

前年度 2,088 314 51

比較 △ 1,115 314 △ 51

区分 宿日直手当 時間外勤務手当 計

本年度 120 1,411

前年度 120 2,573

比較 0 △ 1,162

イ　会計年度任用職員 （単位：千円）

報酬 給料 職員手当 計

本年度 1 2,148 421 2,569 170 2,739

前年度 1 2,019 366 2,385 144 2,529

比較 0 129 55 184 26 210

区分 期末勤勉手当

本年度 421

前年度 366

比較 55

区分 計

本年度 421

前年度 366

比較 55

職員数
（人）

給与費
共済費 合計

職員手当
の内訳

備考

職員手当
の内訳

区分
職員数
（人）

給与費
共済費 合計 備考

区分
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（２）給料及び職員手当の増減額の明細 （単位：千円）

区分 増減額

△ 2,960

昇給等に伴う増

増減事由内訳 説明

職員の退職による減

その他諸手当の増減

55

職員の退職による減 △ 1,271

給料

109

△ 3,193

233

会計年度任用職員
期末勤勉手当の増

職員手当 △ 1,107
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（３）給料及び職員手当の状況

ア　職員１人当たりの給与

平均給料月額（円）

平均給与月額（円）

平均年齢（歳）

平均給料月額（円）

平均給与月額（円）

平均年齢（歳）

イ　初任給

行政職 現業職
医療職
（一）

医療職
（二）

医療職
（三）

346,600 228,200 346,600 228,200

208,800 208,800

218,800 218,800

166,600
技能

155,300
166,000

労務
151,200

区分

令和6年4月1日
現在

230,650

27歳

国の制度

32歳

246,000

211,900

242,700

令和5年4月1日
現在

医療職
（二）

医療職
（三）

医療職（三）行政職 現業職 医療職（一） 医療職（二）

短大卒

高校卒 －

大学卒（６年）

大学卒（４年）

区分 行政職 現業職
医療職
（一）
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ウ　級別職員数

※（）内の数値は職員数のうち、年度をとおして育児休業を取得する者の数

（級別の標準的な職務内容）

5級6級

参事 課長 主査 主事 主事

100.0 1級

区分

行政職

4級 3級 2級 1級

係長

2級 2級

1級 1（0）

3級 3級

4級 4級

5級 5級

6級 6級

現業職行政職区分

令
和
6
年
4
月
1
日
現
在

令
和
5
年
4
月
1
日
現
在

計 1（0） 100.0 計

1級 1（0） 50.0 1級

3級 1（0） 50.0 3級

4級 4級

5級 5級

6級 6級

計 2（0） 100.0 計

職員数
（人）

構成比
（％）

級

計 計

級
職員数
（人）

構成比
（％）

1級

2級 2級

4級

級
職員数
（人）

構成比
（％）

級
職員数
（人）

構成比
（％）

級
職員数
（人）

構成比
（％）

職員数
（人）

構成比
（％）

級
職員数
（人）

構成比
（％）

6級

計

5級5級

級

6級 6級 6級

級
職員数
（人）

4級

構成比
（％）

級

5級

職員数
（人）

構成比
（％）

1級

2級

3級

4級

6級

医療職（一） 医療職（二） 医療職（三）

1級

2級

3級

1級

2級

3級

4級

5級

4級

1級 1級

2級 2級 2級

6級

級

3級 3級 3級

計 計 計

職員数
（人）

構成比
（％）

5級

4級

5級
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エ　昇給

オ　期末手当、勤勉手当

カ　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

支給率等

区分

－－

47.70900
定年前早期退職特例措置

（2％～45％加算）

国の制度

前年度

本年度

国の制度

2

区分 その他の加算措置等
35年勤続の者

（月分）

22

4.500 有

有

100.0

4号給

3号給

(人)

(人)

(人)

100.0

1

職制上の段階、職務の
級等による加算措置

2.250 4.500

(人)昇給に係る職員数(Ｂ)

100.0

1

1

(人)

(人)

(人)

(人)

(人)

(人)

(％)

区分

(％) 100.0

(人) 1

(人)

医療職（三）医療職（二）医療職（一）現業職行政職合計

1号給

2号給

3号給

4号給

号級数別内訳

号級数別内訳

比率(Ｂ)／(Ａ)

職員数(Ａ)

1号給

2号給前年度

本年度

職員数(Ａ)

昇給に係る職員数(Ｂ)

1

1

2

比率(Ｂ)／(Ａ)

1

1

支給期別支給率

12月（月分）

2.250

2.300

2.250

－ － －

47.7090033.2707524.586875

最高限度
（月分）

25年勤続の者
（月分）

20年勤続の者
（月分）

6月（月分）

支給率計
（月分）

4.500

有

2.200

2.250
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キ　地域手当

該当なし

ク　特殊勤務手当

該当なし

ケ　その他

扶養手当 同 －

区分 国の制度との異同 差異の内容

住居手当 同 －

通勤手当 同 －
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